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町 か ら のお 知 ら せ

【所得段階別保険料】

　

令
和
６
年
４
月
、
町
は
「
鏡
石

町
第
10
期
高
齢
者
福
祉
計
画
・
第

９
期
介
護
保
険
事
業
計
画
」
を
策

定
し
ま
し
た
。「
全
て
の
町
民
が

健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く

り
」
を
基
本
理
念
に
施
策
を
展
開

し
て
い
き
ま
す
。

　

こ
の
た
び
、65
歳
以
上
の
方（
第

１
号
被
保
険
者
）
の
保
険
料
基
準

額
等
を
、
第
９
期
計
画
の
策
定
に

合
わ
せ
て
決
定
し
ま
し
た
。

　

後
期
高
齢
者(

75
歳
以
上)

の

増
加
な
ど
の
要
因
に
よ
り
、
介
護

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
及
び
介
護
給

付
費
が
増
加
し
て
お
り
、
今
後
３

年
間
に
お
い
て
更
な
る
増
加
が
見

込
ま
れ
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
令
和
６
年
度
か
ら

令
和
８
年
度
に
お
け
る
第
1
号
被

保
険
者
の
保
険
料
基
準
額
は
、
令

和
３
年
度
か
ら
令
和
５
年
度
の
基

準
額
月
額
と
比
べ
、
月
額
４
０
０

円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
今
回

こ
の
基
準
額
を
も
と
に
、
所
得
段

階
別
保
険
料
を
決
定
し
ま
し
た
。

65 歳以上の方（第 1号被保険者）の介護保険料改定

65
歳
以
上
の
皆
様
へ

　

町
で
は
、
賃
金
上
昇
が
物
価
高

に
追
い
つ
い
て
い
な
い
国
民
の

負
担
を
緩
和
し
、
デ
フ
レ
脱
却
の

た
め
の
一
時
的
な
措
置
と
し
て
、

令
和
６
年
度
分
の
個
人
町
県
民

税
に
お
い
て
定
額
減
税
を
実
施

し
ま
す
。

　

定
額
減
税
は
、
住
宅
ロ
ー
ン
控

除
や
寄
附
金
税
額
控
除
な
ど
、
全

て
の
控
除
が
行
わ
れ
た
後
の
所

得
割
額
か
ら
減
税
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
減
税
し
き
れ
な
い
場
合

は
、
別
途
給
付
金
（
調
整
給
付
）

が
支
給
さ
れ
ま
す
。
対
象
と
な
る

方
に
は
詳
細
が
決
ま
り
次
第
別

途
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

　

な
お
、
給
付
金
の
詳
細
は
内
閣

官
房
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
新
た
な
経

済
に
向
け
た
給
付
金
・
定
額
減
税

一
体
措
置
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

令
和
６
年
度
個
人
町
県
民
税

定
額
減
税
を
実
施
し
ま
す

●対象者
　令和５年中の合計所得金額が 1805万円
　以下の個人町県民税所得割の納税義務者
※給与所得のみの場合、給与収入 2000万
　円以下の方が対象となります。
●減税額
　本人、配偶者を含む扶養親族１人（国外
　居住者を除く）につき、１万円
【計算例】
　納税義務者本人+控除対象配偶者+扶
　養親族（３人）=５人
　１万円×５人=５万円　　　
→納税義務者本人の個人町県民税が５万円
　減額されます。
●定額減税対象外となる方
　①令和６年度の個人町民税が非課税の方
　②令和６年度の個人町県民税が均等割及
　び森林環境税（国税）のみ課税の方

①個人町県民税が給与から差し引かれる方（特別徴収）の場合

　定額減税「前」の税額をもとに算出され
た第１期分（令和６年６月分）の税額から
控除され、控除しきれない場合は、第２期
分（令和６年８月分）以降の税額から、順
次控除されます。

　定額減税「前」の税額をもとに算出され
た令和６年 10月分の特別徴収税額から控
除され、控除しきれない場合は、令和６年
12月分以降の特別徴収税額から、順次控
除されます。

　令和６年６月分は徴収されず、定額減税
「後」の税額が令和６年７月分～令和７年
５月分の 11か月で均され、給与から徴収
されます。定額減税対象者外の方は、例年
通りの徴収方法となります。

②納付書や口座振替などで納める方（普通徴収）の場合

③公的年金等から差し引かれる方（年金特別徴収）の場合

　※国税庁ホームページ「定額減税特設サイト」
　※内閣官房ホームページ「新たな経済に向けた給付金・定額減税一体措置」

●問い合わせ先　税務町民課 ☎ 62–2114

内閣官房HP▼

定額減税の実施方法

国税庁HP▼

　

介
護
保
険
料
は
、
本
人
や
世
帯

の
市
町
村
民
税
の
課
税
状
況
や
所

得
金
額
な
ど
に
応
じ
て
13
段
階
に

所
得
段
階
を
区
分
し
、
各
所
得
段

階
の
保
険
料
は
基
準
額
を
も
と
に

決
ま
り
ま
す
。

　

介
護
保
険
制
度
の
持
続
可
能
性

を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
今
後
の

介
護
給
付
費
の
増
加
を
見
据
え
、

第
1
号
被
保
険
者
間
で
の
所
得
再

分
配
機
能
を
強
化
す
る
こ
と
で
、

低
所
得
者
の
保
険
料
上
昇
の
抑
制

を
図
る
た
め
、
今
回
か
ら
、
第
1

号
保
険
料
の
標
準
段
階
が
9
段
階

か
ら
13
段
階
に
な
り
ま
し
た
。

　

市
町
村
民
税
等
の
情
報
を
も
と

に
介
護
保
険
料
を
計
算
す
る
た

め
、市
町
村
民
税
が
決
定
し
た
後
、

毎
年
7
月
上
旬
に
65
歳
以
上
の
方

全
員
に
「
介
護
保
険
料
額
決
定
通

知
書
」
や
「
納
付
書
」
を
お
送
り

し
て
い
ま
す
。

　

介
護
保
険
料
は
、
高
齢
者
の
皆

様
が
介
護
施
設
サ
ー
ビ
ス
や
在
宅

サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
際
の
費
用

の
一
部
に
な
る
こ
と
に
つ
い
て
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

●問い合わせ先　福祉こども課 ☎ 62–2210

【所得段階別保険料】

令和 3年度～５年度における保険料基準額 6,300 円（月額）

令和 6年度～ 8年度における保険料基準額 6,700 円（月額）

保
険
料
決
定
通
知
お
よ
び

納
付
書
に
つ
い
て


